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○ 建築士法に基づく処分基準  

懲戒（第十条） 

１．国土交通大臣又は都道府県知事は、その免許を受けた一級建築士又は二級建築士若しくは木造建築士が次の各号のいずれかに該当す

る場合においては、当該一級建築士又は二級建築士若しくは木造建築士に対し、戒告し、若しくは一年以内の期間を定めて業務の停止

を命じ、又はその免許を取り消すことができる。 

一 この法律若しくは建築物の建築に関する他の法律又はこれらに基づく命令若しくは条例の規定に違反したとき。 

 二 業務に関して不誠実な行為をしたとき。 

２．国土交通大臣又は都道府県知事は、前項の規定により業務の停止を命じようとするときは、行政手続法（平成五年法律第八十八号第

十三条第一項の規定による意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。 

３．第一項の規定による処分に係る聴聞の主宰者は、必要があると認めるときは、参考人の出頭を求め、その意見を聴かなければならな

い。 

４．国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の規定により、業務の停止を命じ、又は免許を取り消そうとするときは、それぞれ中央建

築士審査会又は都道府県建築士審査会の同意を得なければならない。 

５．国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による処分をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告しな

ければならない。 

６．国土交通大臣又は都道府県知事は、第三項の規定により出頭を求めた参考人に対して、政令で定めるところにより、旅費、日当その

他の費用を支給しなければならない。 

  

○なお、処分基準の適用にあたっては、「佐賀県二級建築士及び木造建築士の処分基準」により運用する。 
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